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はじめに：日本における森林問題の現状と本報告の課題
世界的に森林減少が深刻な環境問題のひとつに挙げられてすでに久しいが，日本でも森林
問題がその深刻さの度合いを増している。
日本は国土の 2／3 を森林が占めるとされるが，今日，その多くが人工林で，なかでも
1950年代から60年代にかけて植林されたスギ・ヒノキを中心とする針葉樹の割合が高い。
もともと日本の森林は，多くが広葉樹林で，薪，炭，建材など，生活に密着した資源の供
給源だった。しかし1950年代以降，生活様式の変化にともなって利用が衰退する中，多くの
森林所有者が，森林の新たな利用方法として，政策当局の指導に沿うかたちで針葉樹林への
転換を図っていった。植林が始まった当時は空前の木材ブームといわれた時期にあたり，植
林事業への投資が「銀行に預金するよりも高い利子がつく」などとも言われ，森林所有者は
競って植林を進めていったのである。しかし，図１を見ればわかるように，50年後，木材価
格は長期的に低迷が続き，人工林は資源としての成熟が進む一方，その荒廃が深刻な問題に
なっている。
とりわけ近ごろ問題になっているのが，所有する森林の木材を一斉に伐採して，跡地を放
置する「再造林放棄」で，なかには九州地方を中心に，２万ヘクタールを超えるという指摘
もある。そもそも日本において森林の荒廃とは，植林した森林に必要な管理を行わずに放置
する「手入れ不足」が問題となっていて，これが他の国とは異なる日本の森林問題の特徴と
いわれてきたが，近年は，この再造林放棄地の拡大が大きな問題になりつつある。
本報告では，1950年代以降の植林事業の開始から，今日の問題が生じてくるまでの歴史過
程を「新しい経済社会学 (new economic sociology)」の視点を通して振り返り，この問題の
歴史的特質を示し，さらにそれをもとにして現代社会における環境危機がどこから生じてく
るのかを再検討していくことにしたい。
1．日本における森林管理の基本構造
問題について概観していく前に，ここではまず，この問題がどのようなアクターのあいだ
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経済社会学の視点から
で起こっているのか，森林管理を成り立たせてきた基本的な条件を振り返って，経済社会学
的視点の導入を必要とする背景とねらいについて確認しておきたい。
1.1. 林業経営による森林管理
日本の場合，森林管理といっても，所有する森林の規模や地形にかかわらず，それを林業
経営によって成り立たせようとしてきたという点に大きな特徴がある。
日本における森林所有の特徴は，1,000ヘクタールを超える山林を所有する所有者から，
１ヘクタールに満たない山林を所有する所有者まで，所有規模がさまざまで，さらに所有者
は個人だけでなく，集落や国家も所有者だという点にある。このうち，森林所有者の大半を
占めるのが，所有規模が３ヘクタールに満たない零細な森林所有者で，先に述べた1950年代
以降の植林の拡大は，こうした所有者が積極的にかかわっていった。また，大規模に森林を
所有している所有者であっても，実際には所有地が飛び地になっていて，それぞれの森林は
１ヘクタールに満たないケースも少なくない。伝統的な林業地だけでなく，さまざまなタイ
プの所有者が，それぞれ経営者として木材販売の収益を元手とした森林を管理していること
が，森林管理のゆくえを左右する大きな条件のひとつとなっている。
これに加えて，日本の森林管理は，その地形的な条件に大きく影響される点が大きな特徴
となっている。日本の森林は，総じて急峻な山地に位置する。この点は，比較的平坦な土地
に森林が位置する東南アジアやヨーロッパ，アメリカなどとの大きな違いで，森林管理のコ
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図１ スギの価格変動 19502009年
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ストを引き上げ，日本の林業経営の価格競争力を弱める一因となっている。しかしだからと
いって，このことが日本における森林の荒廃を拡大させているとは言い切れない面もある。
後述するように，日本における木材輸入は1960年代以降急激に拡大し，林業は早くから輸入
木材との競争に直面していくことになったが，にもかかわらず，最近まで森林の荒廃が広範
に顕在化していくことはなかったからである。所有規模や地形にかかわらず，林業経営によ
る森林管理が安定的に存続していくための条件が整っていたのである。
1.2. ローカル・マーケットとしての木材市場
では，林業経営による森林管理を安定的に継続させていくことを可能にしていた条件とは
何か。それには，日本における伝統的な木材市場の成り立ちが深くかかわっている。
がんらい日本の木材市場は，木材市場といっても単一の市場があるわけではなく，木材の
用途ごと，地域ごとに細分化され，それぞれ旧知の限られた間柄の中で木材を取引してきた
点に特色がある。林業経営は，それぞれ経営が零細でありながら，自然条件や流通経路など
の事情に合わせて部材の特殊化を図り，また複数の流通経路を組み合わせて独自の育林サイ
クルを構築して，森林管理の組織化・体系化を図ってきた。日本の木材市場は，このような
ローカルな木材売買のネットワークを基礎にした木材市場，言い換えればローカル・マー
ケット (Polanyi 1944＝2001）として成立し，存続してきた。
森林管理という点で重要なのは，このローカルな木材市場において，それぞれの売買の
ネットワークの中で，木材の供給の調節が図られていたという点である。ここでいう調節と
は，例えば，売買をめぐる駆け引きの中で，木材の流通量が増え，価格が下がってくると製
材業者が意図的に在庫を抱え込んで木材の取引を縮小し，流通する木材量が調節されて，再
び価格が上昇したときに取引を増やしていくプロセスを指す。それは，限定的な取引関係の
なかで，コンフリクトを回避し，相互の存続を図りつつ木材を差配し流通をコントロールす
る慣習であった。この供給の調節によって，林業経営は，不況に直面しても，伐採を抑え，
資源を蓄積しながら事態の好転を待つことができていた。そして木材市場に組み込まれたこ
のようなメカニズムが，持続的な森林管理を支えてきたと考えられる。
そして今日の問題拡大の背後で広範に生じているのが，このようなローカルな木材市場の
衰退と売買のネットワークの再編である。現代日本における森林問題の発生メカニズムを知
るためには，木材価格以前に，問題がこのような木材資源が流れる空間が大きく変化してい
く過程で発生・拡大している点を注視していく必要があると思われる。そして，市場の衰退
や，それにともなう産業全体の危機に対して，需給関係やその中で生じる価格変動だけでは
説明がつかないという立場を貫いてきたのが「新しい経済社会学」であった。
1.3. 現代日本の森林荒廃問題と「新しい経済社会学」
「人びとの経済行動は具体的で進行形の社会関係に埋め込まれている」というマーク・グ
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ラノヴェターの言明 (Granvetter, 1985 : 487) から始まった「新しい経済社会学」は，独自
の「埋め込み」概念をキー・コンセプトに据えて，幅広くさまざまな経済現象にアプローチ
し，近代における合理的な経済行動といえども，生得的なものではなく，人びとのあいだで
習得されるものであることを明らかにしてきたてきた (Dobbin 2005)。その中で，近年進め
られているのが市場の転換をめぐる長期的な歴史過程を社会学的に把握することをめざす理
論の構築である。
なかでもニール・フリグスタインは，特定の市場の内部において生産・供給のコントロー
ルの制度化が図られたり，あるいはそれが解体されていく局面に着目して，市場の転換過程
を，生産・供給を支える関係構造の転換過程として捉える視角を提起した (Fligstein 1996 ;
2001)。フリグスタインは，市場の危機を，市場メカニズムを支える社会構造の不安定化と
定義して，それを生産物に対する需要の減少，他の企業の侵入による市場を支える社会
関係の構造の転覆，あるいは破壊，国家における市場を支える既存のルールの掘り崩し，
という大きく３つの水準に区分し (Fligstein, 2001 : 83)，国家における既存の市場の掘り崩
しから，売買のネットワークの再編による市場をコントロールするアクターの転換，そして
新たな市場制度の構築へと至る歴史過程を理論的に把握しようと考えた。報告者はこれまで，
この「新しい経済社会学」の理論潮流をふまえつつ，現代日本の森林管理の衰退をめぐる問
題に関する考察を重ねてきているが（大倉 2006；2008)，以下ではとくにこのフリグスタイ
ンの市場の分析視角を手がかりにして，住宅用木材を中心に，国家の政策介入を契機とした
木材市場の転換過程を跡付けていくことにしよう。
2．1960年代の木材供給問題とローカル・マーケット
2.1. 木材供給拡大を意図した政策介入と木材市場の分裂
では, フリグスタインのいう「国家における市場を支える既存のルールの掘り崩し」はい
つから起こったのか。本報告では，それを1950年代後半以降の木材政策を契機として考えて
みたいと思う。経済成長期に生じた木材需要の急激な拡大にともなって，林野庁は，供給の
拡大，安定化に向けた政策の再編成を迫られた。そしてそこから始まったのが木材輸入の自
由化であり，供給拡大に向けた国内の林業政策の構築であった。
しかしこのことは，単に政策内容の変更を意味するだけではなく，木材売買のネットワー
クという点で重要な意味をもっていた。なぜなら新たな政策は，輸入木材の市場と国内の木
材市場とを分断するものだったからである。同じ木材を売買する業者が，まったく異なる政
策のもとに置かれたことを契機として，相互の取引関係やコミュニケーションが希薄になり，
お互いをまったく異なる業種として認知するようになっていったのである。
2.2. 新しい木材市場としての輸入木材市場
まず，輸入木材の市場から見ていこう。日本における輸入木材の市場の特徴を一言でいえ
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ば，それが既存の木材市場の延長線上にできた木材市場ではなかったという点にある。それ
は，木材需要に対応するために，大規模な政策介入によって計画的に創出され，そこから取
引を拡大させていった木材市場であった。
輸入の本格化にともなって1960年代を中心に日本各地に商社が相次いで建造した大型の木
材船の接岸が可能な港湾が建設・整備され，合わせて沿岸地域に大規模な製材工場の団地が
形成された。ここで製材を担ったのは，多くがそれまで地域の木材を加工してきた小規模な
製材業者で，こうした製材業者が，輸入木材専用の工場を新たに建設し，輸入商社との安定
的な取引関係を構築し，従来とはレイアウトもまったく異なる最新鋭の設備を整えた工場で
加工の大規模化，効率化を推し進めていった。そうして大量の輸入木材を迅速に加工し，供
給する売買のネットワークが整い，大都市圏を中心に輸入木材の流通が急速に拡大していく
ことになった（図２)。
2.3. ローカル・マーケットの対応
一方林野庁は，補助と指導を通して国内の林業経営における生産規模の拡大，造林地の拡
大を追求した。だが，ローカルな木材市場の対応は，まったく異なるものだった。
安価な輸入木材の流通が拡大していく中，ローカルな木材市場では，供給経路の組み替え
や新たな市場の創出によって，輸入木材が入り込むことのできない新しい木材の市場の構築
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図２ 外材供給量の推移 1995～2008年
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が進んだ。例えば製材業者のあいだでは，当時高値で取引されていた良質で，貴重な製材品
の生産に活路を見出そうとし，またそれに適した木材を保有する森林所有者が市場で優位に
立ち，それに追従する森林所有者が目立つようになっていった。
ただしこの取り組みは，輸入木材の多くが丸太だった点に支えられていたといっていい。
ローカルな木材市場では，地域内での供給量の不足を輸入木材で補完し，全体の供給量を絶
えず調節して，価格変動を抑え込んでいたのである。つまり，一方で 1.2.で述べたような
市場を通した木材供給のコントロールを維持し，また他方で輸入木材が入り込むことのでき
ない新しい売買のネットワークを構築することで販路を確保しつつ，森林管理が存続してい
くのである。しかし，ローカルな木材売買のネットワークを基礎にした森林管理は，1980年
代以降急速に不安定化し，解体されていくことになった。
3．1980年代以降の森林管理の新たな危機
3.1. ローカル・マーケットの解体
そのきっかけとなったのが，製材品輸入の解禁である。東南アジアや北米を中心に伐採を
規制する動きや国内製材業保護の動きが高まり，丸太での輸入が困難になる中で，製材品輸
入が本格化していくことになった。これによって輸入木材が間断なく流通するようになって，
多くの製材業者が廃業を余儀なくされる中，経営存続を図る製材業者は，国内の生産地から
供給される木材を買い叩くようになった。こうして限られたアクター間で長期的に維持され
てきた取引関係に亀裂が生じた結果，ローカルな木材市場に組み込まれていた「持続可能な
森林管理のメカニズム」は解体されていくことになった。
そしてそのようにして進行する売買のネットワークが分断され，供給全体がコントロール
を失って林業経営がグローバルな価格競争に組み込まれていく中，国内の森林から供給され
る木材加工の新たな担い手として台頭したのが，輸出国の輸出制限などによって海外からの
木材の調達が難しくなっていた輸入木材の製材業者であった。
3.2. 木材売買のネットワークの再編と環境危機の顕在化
近年，それまで輸入木材を取り扱ってきた製材業者は，政策的な支援も得ながら大型の製
材・加工設備を備えた工場の建設を各地で進め，林業経営と結びついてローカルな木材売買
のネットワークにとって代わろうとしている。今日の木材市場では，1960年代にかけて植林
された人工林資源の成熟を背景にして，それまで大規模に木材を加工してきた輸入木材専業
の製材業者を中心として形成された新たな木材市場と，それを支える売買のネットワークが
生起し，既存のローカルな木材市場に挑戦し，勝利し，木材の生産と供給をコントロールす
る集団が交替する，木材市場の転換が急速に進んでいる。
注視すべきなのは，既存の製材業者から見れば「頭越し」ともいえるこの木材市場の急激
な再編成に対して，林業経営者が地元の製材業者と結びついて対抗するという動きが形成さ
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れにくいという点である。1980年代以降の木材市場では，ローカルな木材市場におけるネッ
トワークの分断が進み，危機に対して協調して対処していく動機づけが失われているのであ
る。
今日，日本の林業経営者は，このような木材市場の急激な転換が進行する中，木材の買い
叩きを甘受せざるを得ない状況に身を置いている。木材の生産・供給を調整し，価格競争を
抑制してきた売買のネットワークが失われ，価格競争がいわば常態化していく状況の中では，
いくら木材市場に木材を放り込んでも安定的に森林管理の費用を調達していくことが難しく，
木材価格の一時的な上昇がきっかけとなって過剰な伐採を引き起こしやすくなってもいる。
管理放棄や再造林放棄地の拡大という事態は，保有する資源や経営規模に適合的な木材市場
を支えてきた林業と製材業，施工業との関係が絶えず分断されていく中で顕在化しているの
である。
4．環境の危機はどこから生じてくるのか：経済社会学的含意
4.1. 問題発生のメカニズム
ここまで，森林荒廃の発生に至る過程を，1960年代以降の木材市場の長期的転換過程に
沿って明らかにしてきた。ここではまず，これまでの議論をまとめるかたちで問題発生のメ
カニズムを整理しよう。
持続的な森林管理という点で，伝統的な林業経営においては，不況に直面してもかつての
林業経営は，不況に直面しても，伐採を抑え，資源を蓄積しながら事態の好転を待つことが
できていた点が重要だった。例えば，
木材不況→製材業者が丸太輸入を停止する→流通する木材量が調整される→価格が再上昇
しかし製材品輸入が拡大した1980年代後半以降，製材業者を介さずに製材品が間断なく流通
するようになる。結果，価格競争が常態化して，市場をコントロールしていくことができな
くなった林業経営は，伐採の周期性を崩しかねない一過的で，大規模な取引や，それにとも
なう買い叩きを甘受せざるを得なくなっている。つまり，
間断のない木材輸入 ⇒ 製材業者の木材価格の引き下げ要求
（→価格競争激化→進む木材市場における連帯の消失→競争激化→…）
→売買のネットワークの分断・再編と木材流通網の無理な膨張
→強いられる大量生産 ⇒ 資源の食い潰しが始まる【森林消失の危機】
以上のように木材市場の歴史過程を「新しい経済社会学」の視点に基づいて整理すると，日
本の森林問題は,「安価な輸入木材に太刀打ちできなくて」という，この問題についてこれ
までしばしば語られてきた説明があまりに単純であることがわかる。現代日本が直面してい
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る森林管理の危機は，木材資源が流れる空間の成り立ちが大きく変わっていく中で生じた，
過度な価格競争を回避するとともに，伐採を抑え，安定的に森林資源の蓄積を図ることを可
能にしてきた木材市場における信頼の消失と少なからずかかわっているのである。
4.2. 環境の危機はどこから生じてくるのか？
以上,「新しい経済社会学」の視点から日本における森林問題の発生・拡大のプロセスを
概観してきた。この検討は，現代社会における環境危機の背景について，少なくとも次の３
つの点について考慮していく必要性を提起する。
第一に，環境の危機が，駆引きや緊張感をともないながらも環境・資源の管理を方向づけ
てきた市場における信頼関係の消失から生じているという点である。需給関係の変化や，そ
れにともなう価格変動以前に，市場に参画し，生産・供給をコントロールする売買のネット
ワークの変化と環境・資源の荒廃とが少なからずかかわりあっていた。
第二に，市場を支えてきた社会関係の構造の無理な転換が，環境・資源の維持管理を大き
く転換させていく点である。現状の社会関係の構造を軽視した産業の転換や新たな経済成長
の回路を模索するアイデアが，かえって環境・資源の持続的な管理を難しくする。
第三に，それが意図したものであったか，そうでなかったかはともかく，環境の危機の発
生に至る歴史過程をたどっていくと市場建設をめぐる政策過程の長期的な影響に着目してい
く必要があるということである。環境・資源を商品化し売買する市場の建設をめぐる政策領
域での議論，あるいはそこに関与するアクターの決定が，どのような障壁を市場に作り出し，
アクターをコントロールしていくのか，この点と環境・資源管理の変化とのかかわりを調査
・分析していくことの必要性を本報告での検討は提起している。
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大倉季久氏の報告をめぐる討議
大倉氏の報告「現代日本の森林問題の歴史的起源とその構造」は，現在日本の各地で起こ
りつつある森林荒廃，とくに大規模再造林放棄の現状の原因を，新しい経済社会学の視点か
ら分析されたものである。この森林荒廃の問題は，安価な輸入木材に太刀打ちできないから，
というよく言われるような原因だけに起因するものではなく，木材市場の構造が変わる中で
価格変動に対する緩衝能力が低下したことで起きているのだ，ということを，大倉氏の報告
は指摘している。
ここでは，この日本の森林荒廃の問題について，環境問題，とくに地球温暖化と生物多様
性保全の点から位置づけておきたい。日本は，世界でも屈指の森林国であり，国土の68％を
森林が覆っている（25％が植林地，24％が二次林，19％が自然林)。森林荒廃として問題に
なってきたのは，次の３つである。二次林，とくに農村に隣接しかつて燃料や肥料や食料
を提供してきたいわゆる里山において，人の手による介入がなくなったことによる植生の遷
移。植林地において，密植されたスギやヒノキが適切に管理・間伐されていない状態。そ
して報告にあったように大規模に皆伐され跡地が植林されない大規模再造林放棄である。
の里山の遷移は，ながらく人が介入することで維持されてきた落葉広葉樹の森が，人が
入らなくなることでネザサに覆われたり常緑樹に置き換わることにより，そこを住みかとし
ていた多くの身近な生物が生息場所を失い減少の一途をたどる，という生物多様性への影響
が問題となっている。
との植林地に関する問題は，大倉氏の報告にあったとおりであるが，この問題は日本
の地球温暖化対策に大きな影を落とすことになる。日本は，京都議定書において温室効果ガ
スを1990年比６％削減することを約束しており，その約束期間はすでに始まっている（2008
年～2012年)。この議定書では，森林管理や植林による二酸化炭素の吸収を算入する森林吸
収を柔軟措置として認めており，日本政府はこの措置で3.8％分を確保するつもりでいる。
密植された植林地を適切に間伐して残った木々を太らせれば，森林全体の生物量が増大し二
酸化炭素吸収が増加するというわけである。しかし実際にはこの森林管理は遅々として進ん
でいない。そこに加えて，大規模な皆伐と再造林放棄が発生しては，森林吸収による3.8％
という数字はまったくの机上の空論となってしまう。ただでさえ困難な状況にある京都議定
書の目標達成は，いよいよ難しくなるのである。
日本の植林地は，地球温暖化が迫る今，二酸化炭素の吸収源として，あるいはバイオマス
エネルギーの供給源として，貴重な財産と言うことができる。しかしその森林が，市場の構
造変化によって荒廃し破壊されていることが，大倉氏の報告で明らかになった。ではどうす
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ればこの状況を変えることができるのか。どの部分に働きかければ有効に状況をコントロー
ルできるようになるのか，それが明らかにされ，今後の森林政策に反映されることが必要と
されている。 （本学社会学部准教授 巖圭介）
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